
き
方
や
ラ
イ
フ
コ
ー
ス
の

多
様
化
と
と
も
に
、
老
後

生
活
や
資
産
形
成
を
左
右
し
な
い

こ
と
を
税
制
の
あ
る
べ
き
姿
と
と

ら
え
、
次
の
改
正
が
行
わ
れ
た
。

Ｎ
Ｉ
Ｓ
Ａ
の

改
正

　
平
成
26
年
に
一
般
Ｎ
Ｉ
Ｓ
Ａ
が

導
入
さ
れ
た
後
、
令
和
６
年
１
月

１
日
か
ら
現
行
の
Ｎ
Ｉ
Ｓ
Ａ
制
度

が
始
ま
っ
た
。
新
Ｎ
Ｉ
Ｓ
Ａ
で

は
、
一
般
Ｎ
Ｉ
Ｓ
Ａ
は
成
長
投
資

枠
、
つ
み
た
て
Ｎ
Ｉ
Ｓ
Ａ
は
つ
み

た
て
投
資
枠
と
し
て
引
き
継
が
れ

て
併
用
可
能
と
な
っ
た
。

　
つ
み
た
て
投
資
枠
は
投
資
信
託

の
積
立
に
特
化
し
て
お
り
、
２
０

２
５
年
１
月
22
日
時
点
で
金
融
庁

が
厳
選
し
た
投
資
信
託
の
み
合
計

３
０
３
本
が
ラ
イ
ン
ナ
ッ
プ
さ
れ

て
い
る
。
一
方
の
成
長
投
資
枠
で

は
、
つ
み
た
て
投
資
枠
対
象
銘
柄

に
加
え
、
そ
の
他
の
投
資
信
託
も

購
入
対
象
と
な
っ
て
い
る
。

最
低
取
引
単
位
が

１
万
円
以
下
に
引
上
げ

　
令
和
７
年
度
の
税
制
改
正
で

は
、
つ
み
た
て
投
資
枠
で
投
資
可

能
な
Ｅ
Ｔ
Ｆ
の
従
来
の
買
付
方
法

（
定
額
買
付
）
に
よ
る
最
低
取
引

単
位
を
、
１
千
円
以
下
か
ら
１
万

円
以
下
に
引
き
上
げ
た
。

　
Ｅ
Ｔ
Ｆ
の
定
額
買
付
は
市
場
の

取
引
単
位
（
口
数
単
位
）
で
の
買

付
け
と
異
な
り
、
証
券
会
社
等
の

シ
ス
テ
ム
構
築
が
必
要
で
あ
る
。

取
引
最
低
額
を
低
く
設
定
す
る
ほ

ど
少
額
か
ら
の
投
資
が
可
能
で
あ

る
が
、
従
来
の
１
千
円
以
下
は
買

付
金
額
と
し
て
は
小
さ
過
ぎ
て
証

券
会
社
等
の
取
扱
い
が
進
ま
ず
、

か
え
っ
て
Ｎ
Ｉ
Ｓ
Ａ
の
利
便
性
を

損
な
う
結
果
と
な
っ
て
い
た
。

　
さ
ら
に
従
来
の
定
額
買
付
に
加

え
て
、
設
定
金
額
内
で
取
得
可
能

な
最
大
口
数
で
の
買
付
が
可
能
と

な
っ
た
。
対
象
商
品
の
要
件
は
、

以
下
の
と
お
り
と
な
る
。

・�

対
象
商
品
届
出
書
を
提
出
す
る

日
前
１
カ
月
間
の
平
均
お
よ
び

届
出
前
営
業
日
の
公
表
最
終
価

格
が
１
万
円
以
下

・�

一
定
の
場
合
を
除
き
届
出
後
の

公
表
最
終
価
格
が
３
万
円
以
下

ｉ
Ｄｅ
Ｃｏ
の

改
正

　
豊
か
な
老
後
の
生
活
に
向
け
て

公
的
年
金
を
補
完
し
、
財
産
形
成

を
支
援
す
る
私
的
年
金
で
あ
る
確

定
拠
出
年
金
等
の
拠
出
限
度
額
の

引
上
げ
を
行
っ
た
。
詳
細
は
図
表

１
の
と
お
り
で
あ
る
。

①
企
業
型
確
定
拠
出
年
金
の
拠
出

限
度
額

　
企
業
型
確
定
拠
出
年
金
（
以

下
、
企
業
型
Ｄ
Ｃ
）
で
は
マ
ッ
チ

ン
グ
拠
出
の
制
限
が
撤
廃
さ
れ
、

事
業
主
と
従
業
員
の
双
方
が
自
由

に
掛
金
を
調
整
で
き
る
よ
う
に
な

っ
た
。
企
業
型
Ｄ
Ｃ
の
拠
出
限
度

額
は
、
確
定
給
付
企
業
型
年
金

（
Ｄ
Ｂ
）
制
度
に
加
入
し
て
い
な

い
者
は
月
額
６
・
２
万
円
、
確
定

ETF最低取引単位や
拠出限度額を引き上げ
老後の資産形成を補助

▲

NISA・iDeCo等の改正

働

個人分野の重要改正項目 【金融証券税制】
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２
・
３
万
円
で
変
更
な
し
で
あ

る
。

③
国
民
年
金
基
金
の
掛
金
の
上
限

額　
国
民
年
金
基
金
の
掛
金
上
限
額

は
月
額
７
・
５
万
円
と
な
っ
た
。

一
時
金
の
重
複
期
間
の

調
整
措
置
が
適
用
さ
れ
る

　
企
業
型
Ｄ
Ｃ
や
ｉ
Ｄ
ｅ
Ｃ
ｏ
の

一
時
金
（
Ｄ
Ｃ
一
時
金
）
を
会
社

の
退
職
一
時
金
よ
り
も
先
に
受
給

す
る
場
合
に
お
い
て
、
そ
の
勤
続

期
間
が
重
複
す
る
場
合
、
退
職
所

得
控
除
の
計
算
で
は
重
複
す
る
勤

続
期
間
の
退
職
所
得
控
除
額
を
差

し
引
い
た
残
額
が
控
除
額
と
な
る

調
整
規
定
が
適
用
さ
れ
る
。

　
こ
の
調
整
措
置
は
、
退
職
一
時

金
の
受
給
年
の
「
前
年
以
前
４
年

以
内
」
に
Ｄ
Ｃ
一
時
金
を
受
給
し

て
い
た
場
合
に
適
用
さ
れ
る
。
反

対
に
Ｄ
Ｃ
一
時
金
を
取
得
し
た

後
、
５
年
を
超
え
て
か
ら
退
職
一

時
金
を
取
得
し
た
場
合
、
Ｄ
Ｃ
一

時
金
の
加
入
期
間
は
も
ち
ろ
ん
の

　
個
人
型
確
定
拠
出
年
金
（
以

下
、
ｉ
Ｄ
ｅ
Ｃ
ｏ
）
の
拠
出
限
度

額
に
つ
い
て
、
第
１
号
被
保
険
者

は
月
額
７
・
５
万
円
に
増
額
、
企

業
年
金
加
入
者
は
月
額
６
・
２
万

円
か
ら
確
定
給
付
企
業
年
金
お
よ

給
付
企
業
型
年
金
制
度
の
加
入
者

は
月
額
６
・
２
万
円
か
ら
確
定
給

付
企
業
年
金
ご
と
の
掛
金
相
当
額

を
控
除
し
た
金
額
と
な
る
。

②
個
人
型
確
定
拠
出
年
金
の
拠
出

限
度
額

び
企
業
型
Ｄ
Ｃ
の
掛
金
額
を
控
除

し
た
金
額
に
増
額
、
企
業
年
金
未

加
入
者
（
第
１
号
被
保
険
者
お
よ

び
第
３
号
被
保
険
者
を
除
く
）
は

月
額
６
・
２
万
円
に
増
額
と
な
っ

た
。
第
３
号
被
保
険
者
は
月
額

改 正 後

第１号 第２号
（企業年金あり）

第３号
（企業年金なし）

第３号

国民年金
基金

月額6.8万円
iDeCo

国民年金（基礎年金）

厚生年金保険

企業型DC
月額5.5万円

iDeCo iDeCo
月額2.3万円

iDeCo
月額2.3万円

月額2.0万円

iDeCo
月額2.3万円

第１号 第２号
（企業年金あり）

第３号
（企業年金なし） 第３号

国民年金
基金

国民年金（基礎年金）

厚生年金保険

3.9万円増額

iDeCo
月額6.2万円

4.2万円増額

iDeCo・
企業型DC

合算で月額6.2万円
月額7.5万円

※国民年金基金等
との共通枠

iDeCo

現　在

※国民年金基金等
との合算枠

図表１　拠出限度額の見直し内容

（出所）財務省「税制改正大綱」を基に筆者一部加工
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